
（１）配偶者等からの暴力への対策の強化

・令和６年４月の配偶者暴力防止法改正法の円滑な施行を図るため、国が
定める基本方針の改定や下位法令の整備、改正法の周知広報、相談員等
の関係者を対象とする研修を実施。

・配偶者からの暴力を容認しない社会の実現に向けて更なる周知広報に取り
組むとともに、配偶者暴力相談支援センター等の相談窓口を一層周知。

・配偶者暴力対策と児童虐待対策について、改正法による多機関連携や法定
協議会の設置により、被害者支援の現場等における緊密な連携を推進。

・加害者プログラムについて、令和４年度までの試行によって得られた知見
に基づいて取りまとめた留意事項を踏まえ、各地域における実施を推進。

・非同棲交際相手からの暴力（いわゆるデートＤＶ）について、若年層への
教育及び広報啓発を推進。

・ストーカー対策について、相談体制の充実、一時避難所確保のため必要な
連携体制整備等を推進。

（２）性犯罪・性暴力対策の強化
・「性犯罪・性暴力対策の更なる強化の方針」に基づき、刑事法の改正に係
る対応及び刑事手続の適切な運用、再犯防止施策の更なる充実、被害申
告・相談をしやすい環境の整備等に取り組む。

・ワンストップ支援センターを中核とする被害者支援の充実に向けて、地域
における関係機関の連携強化のためのネットワーク作りを加速。

・「ＡＶ出演被害防止・救済法」による出演被害の防止及び被害者の救済。
・「生命（いのち）の安全教育」について全国展開を加速化。
・「痴漢撲滅に向けた政策パッケージ」に基づく施策の着実な実行。
・社会全体への啓発のため、地方公共団体、学校、関係機関等との連携の下
で広報活動を展開。被害が潜在化・深刻化しやすいこどもを始め、多様な
被害者がためらうことなく相談できるよう相談先等の周知を徹底。
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Ⅲ 女性が尊厳と誇りを持って生きられる社会の実現

配偶者暴力防止法改正法（令和５年法律第30号）の概要

（３）ハラスメント防止対策
・職場におけるハラスメントの防止に向けたパンフレット等による周知、事業
主の措置義務・望ましい取組の内容及び外部相談窓口の周知。

・就職活動中の学生に対するハラスメントの防止のため、各大学における取組
の好事例の発信や相談窓口の周知等を一層強化。

・高等教育機関におけるセクシュアルハラスメントを含む性暴力等及びその他
のハラスメントの防止に向けた取組の推進。

（４）困難な問題を抱える女性への支援
・「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」の令和６年４月の円滑な

施行に向けて、各都道府県での支援体制の計画的な整備、女性相談支援員の

人材の確保・養成・処遇改善の推進などを図る。

（５）生涯にわたる健康への支援
・生理の貧困への対応として、地域女性活躍推進交付金により生理用品を提供
した事例や各地方公共団体による独自の取組の調査・公表。

・事業主健診に係る問診に月経困難症、更年期症状等の女性の健康に関連する
項目を追加、産業保健体制の充実。

・フェムテックを利活用し、企業、医療機関、自治体等が連携して行う実証事
業への支援、全事業の効果測定を実施。

・生理休暇制度の普及促進のための方策について検討。
・健康経営優良法人認定制度を通じた、女性の健康支援に取り組む企業が評価
される仕組みの促進。

・学校における健康教育の充実、健康診断の保健調査票の活用により女子児童
生徒の月経随伴症状等の健康状態を把握し、保健指導等の実施。

・女性の健康に関するナショナルセンターとして国立成育医療研究センターに
研究の司令塔機能をもたせ、最新のエビデンスの収集・情報提供。

・女性アスリートが抱える健康課題等への支援体制の整備や理解促進、指導現
場におけるハラスメント行為等の根絶。スポーツ団体における女性理事の目
標割合の設定、その達成に向けた具体的な方策等の取組の促進。

（６）行政運営を補佐する合議体の委員構成における性別の

偏りの解消
・各行政機関において開催される複数の外部有識者が含まれるあらゆる合議体
において、その外部有識者たる構成員に性別の偏りがないよう努める。

（７）「女性・平和・安全保障（WPS）」への取組強化
・「第３次女性・平和・安全保障行動計画」に基づく取組を着実に実施。

（８）夫婦の氏に関する具体的な制度の在り方

１ 保護命令制度の拡充・保護命令違反の厳罰化

・ 接近禁止命令等を申し立てることができる被害者の範囲の拡大

・ 接近禁止命令等の期間の伸長

・ 電話等禁止命令の対象行為の追加 等

２ 基本方針・都道府県基本計画の記載事項の拡充

(1) 被害者の自立支援のための施策

(2) 国・地方公共団体・民間団体の連携・協力

３ 協議会の法定化
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